




























































































































土地面積（万㎞2：％） 人口（万人：％） GDP（二元：％） GDP／人（元：指数）
東部地域
?部地域
ｼ部地域
129．83（13．5）
Q85．25（29の
T45．10（56．8）
53622（42．5）
S3940（34．8）
Q8693（22．7）
57527（59．3）
Q6250（27ユ）
P3210（13．6）
11163（1ρ0）
T537（0．50）
S567（0．41）
（注）地域区分は従来の三大地域区分に基づく
（出所）『中国統計年鑑』2000年版、『中国統計摘要』2001年忌より筆者作成
実体経済でも、民間部門の投資が振るわず、政府
が赤字国債を発行して景気を下支えしている状態
である。次に②中期的な課題は、中国共産党第15
回大会（1997年）で打ち出した社会主義市場経済
体制の枠組み造りを本格化させ、WTO（世界貿易
機関）加盟に応じた体制を整えることである。そ
して、最後に③長期的な課題は、21世紀中葉に中
進国の経済水準に追いつくとした共産党政権の
「公約」を果たすために「持続可能な発展」を実現
することである。
　西部大開発は、上述した短期、中期、長期、そ
れぞれの課題への対応策という側面を有する。①
については、西部の消費需要が全国平均並みにな
るだけで消費財小売総額は一割以上増加すると試
算されている。②については、内陸経済の市場化、
対外開放拡大によって国内市場統合と内陸経済の
国際化を推進することが求められている。③につ
いては、内陸の資源を動員し、生態環境を保護す
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ることが持続的経済成長の前提条件である。国民
経済全体に与える西部大開発の影響はこのように
多岐にわたっている。
3．内陸開発政策の変遷
　ここでも一般的な印象とは異なるのだが、中国
では内陸開発が重視された時期の方が長いという
事実がある。以下で、建国以来の内陸開発政策の
変遷を簡単に見ておきたい。
（1）強力な支援実施期＝1949～78年
　この時期の経済建設は、①植民地支配と戦争の
後遺症から脱却する必要と②国防上の泌要から内
陸部に大規模な投資が行われたことが特徴である。
たとえば、建国初期の重点プロジェクト156のう
ち五分間四は中酉部地区（西部のみでも44項目）
に配分されたし、「三線建設」（1965～75年。この
灘鞭購難欝鰹灘懸鐘輻の阯舳欝灘灘購灘醗灘翻
’問、全国の基本建設投資の約四割が三線と呼ばれ
た内陸地域に投入された）が最高潮に達した第三
次五力年計画期（1966～70年）には中西部地区の
基本建設投資シェアは64．7％（西部のみでも34．9
％）に達している（図表2）。
（2）支援弱体化期＝1979～92年
　この時期には改革・開放政策が開始され、地域
開発政策においても、①投資効率が第一とされ、
地域間の不均衡発展が追求された、②開発の重点
が中西部から東部に移った、③市場調節が導入さ
れた結果、開発主体が多様化し、また地域別のマ
クロ政策（たとえば特定地域での対外開放）が実
行された、④地方政府の積極性が高まった、等の
変化があった。第六次五力年計画期（1981～85年）
には基本建設投資に占める東部のシェアが中西部
を上回った（図表2）。また、第七次五力年計画
（1986～90年）においては、東部、中部、西部の
地域区分に従って「東部沿海地区の発展を加速し、
エネルギー、原材料建設の重点は中部に置き、西
部開発の準備をする」という段階的発展論・政策
が採用された。
（3）現行政策期：1993～2002年
　r第二の改革・開放」とでも言うべき1992年の
郵小平「警巡講話」をきっかけとして内外の投資
人と国土21－2003．1
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がブーム状態となり高度成長が始まったが、その
中で地域間格差が拡大した。図表1に見るように
格差の拡大には印象的なものがあり、中西部地区
の不満に配慮する形で地域政策に調整が加えられ
ることになった。この時期の地域政策の特徴は、
①投資の効率は重視しながらも「各地域の協調的
発展」も重視していること、②発展の重点は引き
続き東部だが、中西部発展の加速も考慮している
こと、③中西部発展を支援する政策措置を系統的
に実施し始めたこと、等の点にある。一連の政策
の結果、地域格差の拡大はやや緩和したかに見え
る（図表1）。
4．具体的施策の内容
　以上の経緯からもわかるように、西部大開発の
提起は過去の政策スタンスへの回帰という面があ
るが、従来の内陸重視政策とは性格を異にしてい
る点も多い。次に具体的な政策の内容を整理して
おこう。
（1）インフラ整備の加速
　西部大開発においてもインフラ建設が重視され
ているが、中でも目立つのは、⑦交通インフラで
ある。大型プロジェクト第1号として2000年に公
表された「十大プロジェクト」のうち鉄道が2件、
図表2　東部と西部の基本建設投資比重の推移（1953～2000年　％）
年　　　　次 東　部　中西部 うち中部　うち西部
1953－57（第一次五力凸計画） 3〔凱9　　4a8 28．8　　　　18．0
1958－62（第二次五力年計画） 38．4　　　5（io 34．0　　　　22．0
1963－65（調整i時期） 34．9　　58．2 32。7　　　25．6
1966－70（第三次五力年計画） 26．9　　64．7 29β　　　　349
1971－75（第四次五力年計画） 35．5　　54．4 29．9　　　　245
1976－80（第五三五隔年計画） 42．2　　50．0 30ユ　　　　19。9
1981－85（第六次馬力年計画） 囮　　囮 29、3　　［璽
1986－90（第七時又力年計画） 51．7　　40．2 244　　　　158
1991－95（第八次五皇民計画） 54．2　　38，2 23，5　　　　14．7
1996 53．0　　3ス6 23．6　　　　14．0
1997 52．4　　39，2 23．7　　　　15．5
1998 52．2　　　39．2 22．2　　　　17㌦0
1999 52．1　　39．6 22．5　　　　17㌃1
2000 圃　　［塑 245　　［岬
町：全国統一購入される機関車、船舶、飛行機等の投資分は地区別になっていないた
　　め、各地区の比重を合計しても100％にならない
出所：『中国固定資産投資統計年鑑1950－1995』、中国統計出版社、1997年、
　　　『中国統計摘要』1998～2001年忌、中国統計出版社1998－2001年より筆者作成
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道路が1件、空港が1件、都市交通が1件だった
ことは象徴的である。交通以外では、第十次五力
年計画（2001～05年）の中で②「南水面調」（長
江から導水して華北の慢性的水不足を解消しよう
とするもの）、③「西気東輸」（西部の天然ガスを
東部まで輸送するパイプラインの建設）、④「西電
東送」（西部の余剰電力を大消費地である東部に送
るもの）などの大型プロジェクトが予定されてい
る。
（2）開発資金支援
　プロジェクトそのものとは別に、西部への資金
投入の強化が図られている。中央から地方への一
般財政移転において西部地域を増額することや、
国家開発銀行などの政策銀行による西部向け融資
の増額が予定されている。西部への傾斜的資金投
入を象徴するスローガンが「三つの70％」で、こ
れは、国家財政援助、国債の新規発行による調達
資金、外国政府・国際機関借款の三つについてそ
の70％を西部に配分するというものである。
（3）政策的優遇による内外資金の導入
　資金導入のもう一つの手段は、政策的優遇措置
である。西部に投資する外資に対しては、従来経
済特区などで採用されていた「二免三減」（黒字転
換後2年間は税免除、3年間は半減）に加えさら
に3年間、税率を15％（通常33％）に据え置く優
遇策が採られる。内資については、西部でインフ
ラ建設を行う場合に「二免三減」の優遇が受けら
れることになっている。
（4）科学技術・教育の重視
　西部で絶対的に不足している科学技術関係の人
材を誘致してくるために、中央政府は、戸籍制度
を改革して移住を促進することや人材交流の奨励
を明言している。また、西部における研究・開発
にテコ入れするために資金の重点投入や産学共同
研究、ベンチャー企業への支援策が強化される。
（5）生態環境保護
　西部大開発の特徴の一つは、同地域における生
態環境め保護、改善が強調されていることだ。背
景には、生態環境が再生不能な資源であり、生態
環境の保護なくして持続的経済成長もあり得ない
ことについて政府当局者の認識が深まったことが
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ある。たとえば、「耕地を林、草地に戻す」プロジ
ェクトは、貧困であるが故に過度に放牧し、耕地
を開墾し、結果としてさらに貧困になるという悪
循環を絶つことを目指しており、従来見られなか
った政策的アプローチとして注目されよう。
5．西部経済のジレンマと開発のネック
　西部大開発は、従来の内陸開発政策に比べると
総合的であり、各施策の連携が重視されている点
に特徴がある。しかし、西部経済が直面している
問題の根は深く、開発戦略の任務は複雑である。
（1）西部経済のジレンマ
　問題の第一は、計画経済時代が残したものであ
る。同地域の工業基盤が形成されたのは「三線建
設」時代であるが、当時の投資は国防上の目的か
ら行われたもので、地場経済とは無関係な軍需産
業と同関連産業、インフラに向けられた。この結
果、西部には、市場経済に適応できない重厚長大
型産業構造と多数の軍需企業が残された。こうし
た「飛び地」のような重化学工業は、農村工業、郷
鎮企業の発展を促すこともなく、沿海地域のよう
に工業と農業が相互に支えあって発展するメカニ
ズムが形成されることもなかった。第二は、1980
～90年代中期の改革・開放政策がもたらしたもの
である。この時期に追求されたのは、東部地域の
輸出指向型産業を中心とした高成長であり、西部
地域は政策的配慮を受けられず、不合理な産業構
造を改善できなかったばかりでなく、外資導入も
進まず、むしろ東部地域との経済格差拡大に悩ま
されることになった。
　第一の問題には、市場化の推進（市場から遠い
資本財中心から、より市場に近い消費財中心への
産業構造転換）が必要であり、第二の問題には、対
外開放の推進（外国技術・外資導入の加速）が必
要である。しかし、現実の西部経済はそのいずれ
の条件も欠いており、市場指向型企業・産業の育
成、外資導入のインフラ整備という開発の最も初
期的な段階から取り組まなければならない。他
方、WTO加盟が現実となった今、新しい企業・産
業が育ってくるのを待っている時間的余裕は残さ
れていない。西部のジレンマは深いと言わざるを
得ない。
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（2）西部大開発の二つの目標
　このようなジレンマを抱える西部経済を如何に
して成長軌道に乗せていくのか、出来合いの回答
はない。東部経済の場合は、市場経済に適応でき
る工業基盤を有しており、外資のアクセスも容易
であったため、計画経済の制約を解き、対外開放
という環境整備をするだけで発展のきっかけをつ
かむことができたが、西部はそうではない。その
振興のために必要な政策は実に広範なものとなら
ざるを得ない。
　こうした事情もあって、今回の西部大開発の政
策措置は、1980～90年代中期の内陸開発政策に比
較すると、確かにかなり包括的であり、具体的と
なっている（第4節）。しかし、その実施プロセス
に注目すると、中央政府の直接的支援よりも政策
的誘導によって西部自身の潜在力を発揮させよう
としている点が目立つ。また、「南洞北調」、「西気
東輸」、「西電東送」などの巨大プロジェクトにし
ても、東部の発展が西部に波及しなければ、東部
のために西部の資源を動員しただけに終わってし
まいかねない側面を持っている。
　第2節で見たように、西部大開発は、中国経済
の構造的問題に対応する中で東西経済格差の縮小
を目指してスタートした訳であるが、実際には、
市場の競争優位を有する地域・産業にテコ入れし
て、その発展で周辺地域・産業をリードさせると
いう「拠点開発先行」が当面の目標とされている。
誤解を恐れずに言えば、東部と西部の経済格差を
解消するという最終目標は棚上げされている。中
央政府の限られた資金力を考えるとこうした戦略
に合理性があることは確かだが、その可否の評価
は今後に残されているといえよう。
6．開発の今後と日本の協力策
　西部大開発が一時のフィーバーで終わらないた
めには、①市場競争力を有する企業・産業を育成
すること、②内外資金を安定的に導入するルート
を構築すること、③東部、中部地域との様々なレ
ベルでの経済・技術協力を推進すること、④貧困
地区対策を強化すること、の四項目が不可欠であ
ると思われる。これらを成就することは容易でな
いだろうが、希望が持てるのは、今後、開発拠点
に指定された地域の発展が加速することだ。また、
東部・中部の企業もWTO加盟後の競争激化に備
人と国土21－2QO3．1
えて、西部市場を重視するようになるはずである。
西部の市場には将来性があるし、外国企業にとっ
ては参入障壁が高く、東部・中部企業の虎の子市
場となる可能性が高いからだ。これらの条件を西
部地場企業と政府がうまく利用できた時、西部経
済のテイク・オフの可能性が出てくる。
　最後に、西部大開発に対する日本企業、政府の
対応策について二点指摘しておきたい。第一は、
西部大開発は当面「拠点開発先行」で進むので、重
点開発地域以外への民間投資には依然として大き
なリスクが伴うことだ。投資の決定は慎重になさ
れるべきであり、西部への支援はやはりODA（政
府開発i援助）が主力となろう。
　第二は、そのODAにしても、費用対効果を十分
検討した上で実施されるべきだということである。
わが国では、国内経済の不振と財政赤字懸念から
ODA全般に対する見直し論議が起きており、特に
対中資金援助については、中国経済の急成長と軍
事力増強を論拠とする異論が強まっている。最低
限、援助の効率性が追求されなければならない。
今後、援助の重点は従来型インフラ建設より生態
環境保護や貧困地区対策に置かれるべきだろう。
　酸性雨被害を例にひくまでもなく、中国の環境
保護は日本の利益に直結するし、貧困地区の発展
に支えられ社会的に安定した中国は、そうでない
中国より日本にとって望ましい。援助プロジェク
ト決定にあたっては、これまで以上に日本側の主
体的判断が求められる。また、中国の援助需要が
ハードのインフラ建設より法制度整備や人材開発
などのソフト面に移りつつあることを考慮すれば、
NGO（非政府組織）や国際機関とのきめ細かな連
携が重視されるべきだろう。
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